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インフルエンザ（H5Nl）に係る法制的対応の基本方針  

）（2005年12月）  

WHOフェーズ4宣言に基づき、ウイルスが確定次第速やかに、感染症法に基づく指定感染症への政令  
指定を行うとともに、検疫法へ適用させるための政令改正を行う。  

＞平成15年（2003年）12月以降、ベトナム、インドネシア、トルコ等でヒトヘの発症事例が   

多発。  

＞WHOの医療施設向けの感染対策指針においてトリーヒト感染の段階から入院等の措  

置を推奨。  

＞平成18年（2006年）1月、トルコで発生した鳥インフル工ンザの患者から検出された  

ウイルスにおいて、ヒトの細胞へ結合しやすい変異が見られ、トリーヒト感染が容易に  

なってきていることを示唆。  

インフルエンザ（H5Nl）  

感染症法の指定感染症に政令指定  

検疫法の検疫感染症に政令改正  
平成18年6月12日  

健康診断、就業制限、入院の措置等（二類感染症に準じる）  

現送  

＞平成19年1～2月、国内で、ヒトヘの感染源となるトリの感染事例が多発（宮崎県、   

岡山県）。  

＞世界的にヒトへの感染事例の終息はみられず、患者発生国が拡大。WHOによると   

世界で患者数291人（うち死亡者数172人）。平成19年4月11日現在  

＞ウイルスの病原性や感染性等に大きな変化は認めていないとして、WHOによる   

フェーズは変更なし。  

＞今後とも、強いヒトーヒト感染力を持つウイルスの出現等、その変異に応じた対応の   

強化を可能としつつ、引き続き、入院の措置等の発動が可能となるよう備えておくこ   

とが必要。  

左＿鉦   

インフルエンザ（H5Nl）の指定感染症の政令を延長   
引き続き、二類感染症に準じた取扱い   



高病原性鳥インフルエンザ（H5Nl）発生国及び人での発症事例（2003年11月以降）   

（WHO・各国政府の正式な公表に基づく）   
2007年4月11日更新資料  

（2007．4．10WHO最終更新）   

アセ1レハ●ィゾヤン  

人の発症者8人  

（うち死亡者5人）  
トルコ  

人の発症者12人  
（うち死亡者4人）  

日本  
山口：2004．1  
大分：2004．2  
京都：2004．2  
宮崎：20D7．1  
岡山：2007．1   

凸 ヘルl吐コ■ビナ   

中国  
人の発症者24人  

（うち死亡者15人）   

■ァ・モンテネグロ  N   

エジプト  

人の発症者34人  
（うち死亡者13人）  

ラオス  
人の発症者2人  

（うち死亡者2人）   

ベトナム  
人の発症者93人  

、（うち死亡者42人）  

イラク  

人の発症者3人  

（うち死亡者2人）  

コートシ簿◆ウール ブルキナファソ  
ジブチ  

人の発症者1人  

（うち死亡者0人）  
ナイジェリア  
人の発症者1人  
（うち死亡者1人）  インドネシア  

人の発症者81人  

（うち死亡者63人）  

カンボジア  
人の発症者7人  

（うち死亡者ア人）  

タイ  

人の発症者25人  

（うち死亡者17人）  □＝家きん等におけるH5Nlの発生国  

圏＝発生国のうち人での発症が認められた。  
参考：WHOの確認している発症者数は   

計291人（うち死亡171人）。  
注2）上図のうち、モンゴル、イタリア、ブルガリア、スロペニ  

ア、ギリシャ、イラン、オーストリア、スロバキア、ポーランド、  
スイス、スウェーデン、チェコ、ボスニアヘルツェゴビナ、スペ  
インは野鳥からの検出。  

注1）上図の他、人への感染事例として、   
1997年香港（H5Nl18名感染、6人死亡）   
2003年香港（H5N12名感染、1人死亡）   
2003年オランダ（H7N7 89名感染、1人死亡）   
2004年カナダ（H7N3 2名感染、死亡なし）   
2006年英国（H7N31名感染、死亡なし）等 がある。  

出典：WHO・01Eホームページ   



WHOに報告されたヒトの高病原性鳥インフルエンザA（H5Nl）感染確定症例数  

（2007年4月10日WHO公表）  

2003年  2004年  2005年  2006年  2007年  合計  

症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数  症例数  死亡数   

アセ◆ルハ○ィゾヤン   0   0   0   0   0   0   8   5   0   0   8   

カンボジア   0   0   0   0   4   4   2   2   1   1   

中国   1   1   0   0   8   四   8   1   24   田   

ジブチ   0   0   0   0   0   0   1   0   0   0   1   0   

エジプト   0   0   0   0   0   0   18   10   田   34   四   

インドネシア   0   0   0   0   四   12   田   46   81   園   

イラク   0   0   0   0   0   0   3   2   0   0   3   2   

ラオス   0   0   0   0   0   0   0   0   2   2   2   

ナイジェリア   0   0   0   0   0   0   0   0   1   1   1   1   

タイ   0   0   田   四   2   0   0   国   田   

トルコ   0   0   0   0   0   0   12   4   0   0   12   4   

ベトナム   3   園   20   61   田   0   0   0   0   93   42   

合計   4   4   46   32   団   42   116   80   園   四   291   凪   

注 確定症例総数は死亡例数も含む。  
WHOは検査により確定された確定例だけを報告する。   



資料2－2  

指定感染症について  

1 感染症法の規定  

（定義）   

第六条 （略）   

2～6 （略）   

7 この法律において「指定感染症」とは、既に知られている感染性の疾病（一類   

感染症、二類感染症及び三類感染症を除く。）であって、第三章から第六章まで   

の規定の全部又は一部を準用しなければ、当該疾病のまん延により国民の生命及   
び健康に重大な影響を与えるおそれがあるものとして政令で定めるものをいう。   

8～22 （略）  

（指定感染症に対するこの法律の準用）   

第七条 指定感染症については、一年以内の政令で定める期間に限り、政令で定め   

るところにより次条、第三章から第六章まで、第八章、第九章及び第十章までの   

規定の全部又は一部を準用する。  

2 前項の政令で定められた期間は、  られた疾病について同項の政  当該政令で定め   

こ ことが特に  規 定を当該期間の経過後なお準用する   令により準用することとされた  

延長するこ  一年以内の政令で定める期間に限り   必要であると認められる場合は、  

とができる。  

前二項の政令の制定又は改廃の立案をしよう  とするときは、  3 厚生労働大臣は、  

あらかじめ、厚生科学審議会の意見を聴かなければならない。  

2 インフルエンザ（H5Nl）を指定感染症として定める等の政令について  

○ インフルエンザ（H5Nl）を感染症法第6条第7項の指定感染症として指定する   

とともに、インフルエンザ（H5Nl）について準用する感染症法の規定（別添）及   

び都道府県等が処理する事務に係る事務の区分について定めるもの。  

○ 施行の目（平成18年6月12日）から起算して1年を経過した目に、その効  

力を失う。  

政令が失効する日を、「施行日から起算して2年を経過した日」に改正   



（別添）準用する感染症法の規定一覧  

第1章 総則  準用の有無  

第8条第1項（疑似症患者に対する適用）   ○   

第8条第2項（無症状病原体保有者に対する適用）   ×   

第3章 感染症に関する情報の収集及び公表  準用の有無  

○※－   

′■ 弟  －13条  （獣医師の届出  ）   ○   

ノ▼ 弟  －14条  （感染症の発生  の状況及び動向の把握）   ×  

×   

′▼ 弟  －15条の  2（検疫所長  との連携）   ×  

○  

○   

※1 慢性の感染症の届出に関する規定を除く。  

第4章 健康診断、就業制限及び入院  準用の有無  

第17条（健康診断）   ○   

第18条（就業制限）   ○   

第19条、第20条（入院）   ○   

第21条（移送）   ○   

第22条（退院）   ○   

第22条の2（最小限度の措置）   ○   

第23条（書面による通知）   ○   

第24条（感染症の診査に関する協議会）   ○   

第24条の2（都道府県知事に対する苦情の申出）   ○   

第25条（審査請求の特例）   ○   

第26条（準用）   ×   

第26条の2（結核患者に係る入院に関する特例）   ×   

第5章 消毒その他の措置  準用の有無  

X  

×  

×   

ノ▼ 弟  －30条（死体    移動制限）  ○   

′t／－ 弟  31条（生活    用に供さ    る水の使用制限等）   ×   

∧・ 弟  －32条（建物    係る措置  ）  ×   

′▼ 弟  －33条（交通    制限又は、    断）   X   

○  

○∴  

○‥h   

※2 第27条、第28条、第29条、第31条、第32条、第33条の措置に関する規定を除く。  
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第6章 医療  準用の有無  

第37条（入院患者の医療）   ○   

第37条の2（結核患者の医療）   ×   

第38条（感染症指定医療機関）   ○：－   

第39条（他の法律による医療に関する給付との調整）   ○※3   

第40条（診療報酬の請求、審査及び支払）   ○   

第41条（診療報酬の基準）   ○   

第42条（緊急時等の医療に係る特例）   ○   

第43条（報告の請求及び検査）   ○   

第44条（厚生労働省令への委任）   ○   

※3 結核患者の医療のみに関する規定を除く。   

第8章 感染症の病原体を媒介するおそれのある動物の輸入に関する措置  準用の有無  

第  54条（輸入  禁止）   ×   

第  55条（輸入  検疫）   ×   

第  56条（検査  に基づく措置）   ×  

×   

第9章 費用負担  準用の有無  

×  

○い   

′r 弟   －58条の    2    （事業    の支弁  すべき  費用  ）   ×   

仙 弟   58条の    3    （学校    ま施言  受の設置  者の  支弁すべき車用）   ×  

×  

′ナ 弟   －60条  （      道府県    補助）  ×  

○※4   

｛・ 罪   －62条  （  玉    の補助）  ×  

×   

※4 第27条、第28条、第29条、第32条及び第33条の措置、結核のみに関する措置並びに第55条  

の措置に係る都道府県の支弁及び国の負担に関する規定を除く。   

第10章 雑則  準用の有無  

○※5  

′r  －64条      2      （大都市等    特例）   ×  

○   

′■ 弟   －65条      2      （事務の区舅  ゝ  ）   ×  

○   

′▼ 弟   －66条    （  脚土    P  措置）  ○   

※5 第31条及び第57条に関する規定を除く。  

（■■で準用の有無の欄が○のものは、四類感染症と指定感染症に適用される規定）  
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改正感染症法の施行状況について   

（公布：平成18年12月8日）  

1 平成19年4月1日施行分（結核に関する規定等）  

○政省令等の策定（平成19年3月）  

・政令：改正法の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令  

・省令：改正法の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令  

・告示：感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針の一部改正、  

結核に関する特定感染症予防指針 等  

○その他円滑な施行に向けた取組  

・施行に向けた疑義照会に対する回答の各都道府県等への配布や、都道府県等  

担当者に対する説明会を開催（平成18年12月～平成19年3月）。  

結核予防法に基づき措置の対象となっていた者について、感染症法に基づく  

措置に移行させるための必要な取扱いを明示するなど、所要の通知を発出（平  

成19年3月）。  

2 平成19年6月1日施行分（病原体規制等）  

○政省令等の策定（平成19年3月～4月）  

・政令：改正法の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令  

・省令：3月19日から4月17日までパブリックコメントを実施。  

なお、運搬の届出については、国家公安委員会規則を策定済み。  

○告示、施行通知、マニュアル、申請等の手引き等の作成等  

・告示：規制対象から除外される特定病原体等の指定、  

特定病原体等の運搬に関する基準  

安全キャビネット、防護服等に関する規格 等  

・マニュアル等：特定病原体等の運搬に関するマニュアル  

特定病原体等の所持の許可、届出等に関する手引き 等  

○今後、厚生労働省ホームページ、病原体等所持者等に対する説明会等により制度   

の周知徹底を図るとともに（全国7か所での開催を予定）、事前相談等を実施。  
・厚生労働省ホームページ：  

http：／／www．mhlw．go．jp／bunya／kenkou／kekkaku－kansenshou17／03．html  

→ 制度の円滑な施行を確保   



新型インフル工ンザ対策  2007年4月12日  

豊量  

l．2003年11月以降鳥インフルエンザ（H5Nl）の患者291人（うち死亡者数172人）の報告（WHO＝平成19年4月11日現在）  
2．6段階あるWHOパンデミックフェーズのうち、現在フェーズ3（トリから人に感染）  

○行動計画に基づき、新型インフルエンザガイドラインの策定  

＊インフルエンザ（H5Nl）に関するガイドラインーフェーズ3－   

－サーベイランスガイドライン（国内発生状況の早期把握）   

・積極的疫学調査ガイドライン（原因究明調査）   

・検疫ガイドライン（海外からの水際対策）  

＊新型インフルエンザ対策（フェーズ4以降）ガイドライン   

・早期対応戦略ガイドライン（国内発生初期における対応（予防投与等））   

・検疫ガイドライン（海外からの水際対策）   

・個人及び一般家庭等におけるガイドライン（個人・一般家庭等における対応）   

・医療体制に関するガイドライン（国内発生時の医療体制）   

・ワクチン・抗ウイルス薬ガイドライン（薬剤の優先投与、供給体制） 等  

○国は治療用として18年度中に国の備蓄予定分（1050万人分）を確保予定。19年度   
までに国土都道府県1流通備蓄分で2500万人分確保予定（18年度補正予算80億円）。   
予防投与用として300万人分確保予定（18年度予備費68億円）。  

○プレパンデミックワクチン（※）は現在承認審査中。製造した原液を備蓄、また、さ  

らなる製造に向けた準備を着手（18年度補正予算45億円、18年度予備責3億円）。  
※プレパンデミックワクチンは、トリーヒト感染ウイルスを基に生産  

○インフルエンザ（H5Nl）について、入院勧告、就業制限、消毒等の措置を  

行い、国内の発生及びまん延を防止  

○国際空港等で疑い患者に対し健康診断を義務付ける等、水際対策を実施  

○鳥インフルエンザ等に関する関係省庁参加の下、机上訓練実施（平成18年9月）  
○鳥インフルエンザ等に関する関係省庁及び自治体参加の下、総合訓練実施（平成19  
年2月5日）   

新型インフル工ンザ対応訓練  



参考資料1  

厚生科学審議会令（平成12年政令第283号）（抄）   

内閣は、厚生労働省設置法（平成十一年法律第九十七号）第八条第二項の規定に基づき、この政令を  

制定する。  

（組織）  

第一条 厚生科学審議会（以下「審議会」という。）は、委員三十人以内で組織する。  

2 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。  

3 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。  

（委員等の任命）  

第二条 委員及び臨時委員は、学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。  

2 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。  

（委員の任期等）  

第三条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

2 委員は、再任されることができる。  

3 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任され   

るものとする。  

4 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるも   

のとする。  

5 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。  

（会長）  

第四条 審議会に会長を置き、委員の互選により選任する。  

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

3 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。  

（分科会）  

第五条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、審議会の所   

掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。  

名称   所掌事務   

感染症分科会   一 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する重要事項を  

調査審議すること。  

二 検疫法（昭和二十六年法律第二百一号）及び感染症の予防及び感染  

症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）の規  

定により審議会の権限に属させられた事項を処理すること。   

生活衛生適正化分科会   一 生活衛生関係営業に関する重要事項を調査審議すること  

二 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和三十  

二年法律第百十四号）の規定により審議会の権限に属させられた事項  

を処理すること。  



2 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、厚生労働大臣が指名   

する。  

3 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選によりする。  

4 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。  

5 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は臨時のうちから分科会長があらかじ   

め指名する者が、その職務を代理する。  

6 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議議決とすることができる。  

（部会）  

第六条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。  

2 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあっては、分科  

会長）が指名する。  

3 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。  

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。  

5 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちから部会長があらかじめ   

指名する者が、その職務を代理する。  

6 審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、その定める   

ところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。  

（議事）  

第七条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議   

決することができない。  

2 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決し、可   

否同数のときは、会長の決するところによる。  

3 前二項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。  

（資料の提出等の要求）  

第八条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対   

し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。  

（庶務）  

第九条 審議会の庶務は、厚生労働省大臣官房厚生科学課において総括し、及び処理する。ただし、   

感染症分科会に係るものについては厚生労働省健康局結核感染症課において、 生活衛生適正化分科   

会に係るものについては厚生労働省健康局生活衛生課において処理する。  

（雑則）  

第十条  この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事項は、会長が   

審議会に諮って定める。  

附 則   

この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一一年法律第八十八号）の施行の目（平成十三年一月  

六日）から施行する。  
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参考資料2   

インフル工ンザ（H5Nl）を指定感染症として定める等の政令（平成18年政令買20S号）  

（インフルエンザ けⅠ五N－）の指定）  

第一条 インフルエンザ（病原体がインフルエンザウイルスA属インフルエンザAウイルスであって   

その血清亜型がH五N一一であるものに限る。次条第一一項（同項の表を除く。）において「インフル   

エンザ（H五N－）」という。）を感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以   

下「法」という。）第六条第七項の指定感染症として定める。  

（法の準用）  

第二条 インフルエンザ（H五N一一）については、法第八条第一項、第十二条（第四項及び第五項を   

除く。）、第十三条、第十六条から第二十五条まで、第三十条、第三十四条、第三十五条（第四項   

を除く。）、第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第三十八条（第七項を除く。）、第三十   

九条第一項、第四十条から第四十四条まで、第五十八条（第五号から第九号まで、第十一号、第十   

三号及び第十四号を除く。）、第六十一条第二項及び第三項、第六十三条の二、第六十四条第一項  

、第六十五条、第六十五条の三並びに第六十六条の規定を準用する。この場合において、次の表の   

上欄に掲げる法の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替え   

るものとする。  

第十二条第一項  一類感染症の患者、二類感染症、  インフルエンザ（病原体がインフルエン   

第一号   三類感染症又は四類感染症の患者  ザウイルスA属インフルエンザAウイル  

又は無症状病原体保有者及び新感  スであってその血清亜型がH五N一であ  

染症にかかっていると疑われる者  るものに限る。以下「インフルエンザ（  

H五N一）」という。）の患者   

第十三条第一項  一類感染症、二類感染症、三類感  

染症又は四類感染症のうちエボラ  

出血熱、マールブルグ病その他の  

政令で定める感染症ごとに当該感  

染症を人に感染させるおそれが高  

いものとして政令で定めるサルそ  

の他の動物   

当該感染症に   インフルエンザ（H五N一）に   

第十三条第二項  前項の政令で定める動物   鳥類に属する動物  

同項の政令で定める感染症   インフルエンザ（H五N一）  

同項の規定   前項の規定   

第十三条第五項  第一項の政令で定める動物   鳥類に属する動物  

同項の政令で定める感染症   インフルエンザ（H五N一）   

第十八条第一項  一類感染症の患者及び二類感染症  

又は三類感染症の患者又は無症状  

病原体保有者   

第十八条第二項  患者及び無症状病原体保有者   患者   

第十八条第四項  患者若しくは無症状病原体保有者  患者   

第十八条第五項  患者又は無症状病原体保有者   インフルエンザ（H五N一）の患者   

第十九条第一項  インフルエンザ（H五N一）  

及び第二十条第   

一一項   第一種感染症指定医療機関   を除く。）   

第十九条第三項  特定感染症指定医療機関又は第椚一  感染症指定医療機関（結核指定医療機関   

及び第二十条第  種感染症指定医療機関   を除く。）  



二項   特定感染症指定医療機関若しくは  感染症指定医療機関（結核指定医療機関  

第一一一種感染症指定医療機関   を除く。）   

第二十二条第一  一類感染症の病原体を保有してい  インフルエンザ（H五N一）の病原体を   

項及び第二項  ないこと   保有していないこと又は当該感染症の症  

状が消失したこと   

第二十二条第四  「一類感染症の病原体を保有してい  インフルエンザ（H五N一）の病原体を   
r百   るかどうか   保有しているかどうか、又は当該感染症  

の症状が消失したかどうか   

2 前項の規定により法の規定が準用される場合においては、それらの規定に基づく政令の規定を準   

用するものとする。   

（事務の区分）  

第三条 前条第一項において準用する法第十二条（第四項及び第五項を除く。）、第十三条、第十七   

条、第十八条（第五項及び第六項を除く。）、第十九条（第二項及び第七項を除く。）、第二十条   

（第六項及び第八項を除く。）、第二十一条から第二十三条まで、第二十五条、第三十八条第二項   

（第一種感染症指定医療機関に係る部分に限る。）及び第五項、同条第八項及び第九項（第一種感   

染症指定医療機関に係る部分に限る。）並びに第六十四条第一項の規定により都道府県、保健所を   

設置する市又は特別区が処理することとされている事務は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十   

ヒ号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。  

附 則 抄  

（施行期日）  

第一一条 この政令は、公布の目から起算して十日を経過した目から施行する。  

（この政令の失効）  

第二条 この政令は、施行の目から起算して一年を経過した日に、その効力を失う。ただし、その時   

までにした行為に対する罰則の適用及びその時までに第二条第一項において準用する法第五十八条   

（第五号から第九号まで、第十一一号、第十三号及び第十四号を除く。）の規定により支弁する費用   

又は同項において準用する法第六十Ⅶ一条第二項若しくは第三項の規定により負担する負担金につい   

ては、この政令は、その時以後も、なおその効力を有する。  
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